
１．引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針 

（１）引当金の計上基準 

    徴収不能引当金         

…未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

退職給与引当金 

…退職金の支給に備えるため、期末自己都合要支給額 2,531,892,950 円の 100％を基に、私立大

学退職金財団加入者については、掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額

を計上しており、東京都私学財団加入者については、交付金相当額を控除した金額を計上している。 

 

（２）その他の重要な会計方針 

    有価証券の評価基準及び評価方法 

      …移動平均法に基づく原価法である。 

    たな卸資産の評価基準及び評価方法 

      …移動平均法に基づく原価法である。 

    外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準 

      …期末時の為替相場により円換算している。 

    預り金その他の経過項目に係る収支の表示方法 

      …預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

    食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法 

      …補助活動に係る収支は総額で表示している。 

 

２．重要な会計方針の変更等                

（１）改正後の学校法人会計基準（昭和 46 年文部省令第 18 号）の適用 

当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和６年文部科学省令第 28 号）に基づく改正

後の学校法人会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。 

 

３．固定資産の減価償却額の累計額の合計額   13,020,623,592 円 

 

４．金銭債権の徴収不能引当金の合計額     0 円 

 

５．担保に供されている資産の種類及び額 

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。 

土  地             90,488,176 円 

        建  物              9,347,464 円 

        定期預金            500,000,000 円 

 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 

494,803,154 円 

 

 



７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 

 

８．セグメント情報 

（単位 円） 

 

 

（注１）セグメント情報は拠点区分別（設置学校・附属施設別）の収支情報の内訳を示すものであり、必ず

しも理事会が経営資源の配分の決定及び業績を評価すること等を目的とした財務情報にはなってい

ない。 

（注２）各セグメントの主な区分方法は、拠点区分に応じて「大学」「幼稚園・小学校・中学校・高等学校」

「その他」に区分している。「幼稚園・小学校・中学校・高等学校」には、聖学院幼稚園、聖学院み

どり幼稚園、聖学院小学校、聖学院中学校、女子聖学院中学校、聖学院高等学校、女子聖学院高等

学校を含んでいる。「その他」には、学校法人部門のほか、聖学院大学総合研究所を含んでいる。 

（注３）収入額及び支出額の各セグメントへの配分方法は、昭和 55 年 11 月４日付け文管企第 250 号文部

省管理局長通知「資金収支内訳表等の部門別計上及び配分について（通知）」に記載の方法を適用し

ている。 

 

９．重要な偶発債務  なし 

 

10．子法人に関する事項 

（１）子法人の概要 

 

 

 

 

教育活動収入計 2,327,705,334 　      2,895,019,368 　      21,942,855 　         5,244,667,557 　      

教育活動支出計 2,602,770,640 　      2,718,135,621 　      337,424,410 　        5,658,330,671 　      

教育活動収支差額 275,065,306  △       176,883,747 　        315,481,555  △       413,663,114  △       

教育活動外収支差額 1,421,560 　          7,474,914  △         14,848,109  △        20,901,463  △        

経常収支差額 273,643,746  △       169,408,833 　        330,329,664  △       434,564,577  △       

特別収支差額 124,300,941 　        328,307,076 　        179,194  △           452,428,823 　        

基本金組入前当年度収支差額 149,342,805  △       497,715,909 　        330,508,858  △       17,864,246 　         

基本金組入額合計 1,022,861  △         346,952,704  △       0 　                  347,975,565  △       

当年度収支差額 150,365,666  △       150,763,205 　        330,508,858  △       330,111,319  △       

　　　　　　　　　　　　　　　　　セグメント
科目

合計その他
幼稚園・小学校・中学

校・高等学校
聖学院大学

出資
会社

関連
当事者

学校法
人間取

引

株式会社
聖学院フェロー
コネクション

教科書・
文具・切
手等の販
売他

10,000,000円

平成14年3月29日 2,400,000円（24株）
平成20年7月14日 1,000,000円（10株）
平成25年3月25日    5,500,000円（55株）
平成25年3月28日    1,100,000円（11株）
総株式等に占める割合      100 ％

100%

兼任5人
代表取締役（職員1人）
取締役（理事2人、職員1人）
監査役（職員1人）

関係
あり

関係
あり

事業内容子法人の名称

他の注記事項との関係

役員の兼任等
議決権
の所有
割合

学校法人の出資金額等及び
当該会社の総株式等に占める

割合並びに当該株式等の入手日
資本金の額



（２）学校法人と子法人の取引の関連図 

 

 
 

（３）子法人との取引の状況 

 

 

（４）子法人の債務に係る保証債務 

   学校法人は子法人について債務保証を行っていない。 

 

11．学校法人の出資による会社に係る事項 

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。 

（１）当該会社の概要 

 

 

（２）当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額 

 

 

 

株式会社 聖学院フェローコネクション学校法人聖学院
教科書・文具・切手等の仕入、通学バス券の販売委託

子法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

教科書・文具・切手等の

仕入
1,378,112円 未払金 96,640円

通学バス券の販売委託 537,900円 未収入金 0円

受入配当金 0円

受入寄附金 0円

受入現物寄付 5,082,000円

0円 0円

株式会社聖学院

フェローコネクション

子法人
関連

当事者
株式会社
聖学院フェロー
コネクション

省略 省略 省略 関係あり 関係あり

法人名称 事業内容 資本金の額
学校法人の出資金額等及び

当該会社の総株式等に占める
割合並びに当該株式等の入手日

他の注記事項との関係

法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

株式会社聖学院

フェローコネクション
省略 省略 省略 省略



12．関連当事者との取引の内容に関する事項 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）取引価格及び条件については、当学校法人と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっている。 

 

13．学校法人間の財務取引  なし 

 

14．重要な後発事象  なし 

 

15．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

（１）有価証券の時価情報 

① 総括表 

（単位 円） 

 
② 明細表 

                                    （単位 円） 

 
 

（単位 円）

役員の
兼任等

事業上
の関係

子法人
出資
会社

学校
法人
間

取引

関係法人
株式会社聖学院
フェローコネク

ション

東京都
北区

省略 省略 省略 省略 省略
省略

（注１）
省略 省略 省略 関係あり 関係あり

勘定
科目

期末
残高

他の注記事項との
関係

関係内容

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金
又は

出資金

事業
内容
又は
職業

議決権
の所有
割合

取引
の

内容

取引
金額

  当年度（令和８年３月３１日） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの - - - 

（うち満期保有目的の債券） - - - 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 10,000,000 9,021,000 △979,000 

（うち満期保有目的の債券） (10,000,000) (9,021,000) (△979,000) 

合計 10,000,000 9,021,000 △979,000 

（うち満期保有目的の債券） (10,000,000) (9,021,000) (△979,000) 

時価のない有価証券 -  

有価証券合計 10,000,000 

 

種類 
当年度（令和 8 年３月３１日） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

債券 10,000,000 9,021,000 △979,000 

株式 - - - 

投資信託 - - - 

その他 - - - 

合計 10,000,000 9,021,000 △979,000 

時価のない有価証券 -  

有価証券合計 10,000,000 

 



（２）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引 

    平成 21 年４月１日以降に開始したリース取引 

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高 

教育研究用機器備品 

   管理用機器備品 

4,124,340 円 

    13,392,720 円 

   971,344 円 

          9,291,700 円 

 

（３）固定資産の減価償却について 

   ① 減価償却の方法等 

残存価額を零とする定額法による減価償却を実施している。 

耐用年数は経理規程施行細則（2018 年 4 月施行）に規定している。ただし、同細則施行前に 

取得した固定資産の耐用年数は、旧細則の規定によっている。 

主な耐用年数は以下のとおりである。 

建 物 50 年     構築物 15 年     機器備品 10 年 

 

② 減価償却資産の計上基準 

    取得日後１年を超えて使用する有形固定資産（土地、建設仮勘定、図書を除く。）のうち、 

   １個又は１組の金額が 10 万円以上のものを減価償却資産として計上している。ただし、学 

   生生徒が使用する机、椅子等は少額重要資産として金額の多寡に関わらず教育研究用機器 

   備品に計上している。 

 


